
 

○阿波市小規模耕作基盤改善事業補助金交付要綱 

令和4年3月29日 

告示第28号 

阿波市小規模耕作基盤改善事業補助金交付要綱(平成29年阿波市告示第87号)の全部を改

正する。 

(趣旨) 

第1条 この告示は、地域の実情に応じたほ場の整備を新たに実施することにより、生産

性の向上や作業の効率化を図るとともに、農業経営の安定につなげることを目的とし、

別表に掲げる補助の対象となる事業(以下「補助対象事業」という。)を実施するもので

あって、迅速かつきめ細かな農地、農業水利施設等の整備を実施するものに対し、その

経費の一部を予算の範囲内で、阿波市小規模耕作基盤改善事業補助金(以下「補助金」と

いう。)を交付することに関し、阿波市補助金交付規則(平成17年阿波市規則第38号。以

下「規則」という。)に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

(交付対象となる事業) 

第2条 補助の対象となる土地(以下「申請地」という。)は、阿波市農業振興整備計画にお

ける農用地区域内の農地とし、補助対象事業は、別表に定めるとおりとする。 

(交付対象者の要件) 

第3条 補助の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 市内に住所又は事務所を有し、経営耕地面積が40アール以上の者であること(法人

を含む。)。 

(2) 市税等に滞納がないこと。 

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第6号

に規定する暴力団員でないこと。 

(4) 補助対象事業が未着工であること。 

(5) 補助対象事業を年度内に完了させる予定であること。 

(補助金の額の算定及び限度額) 

第4条 補助金の額は、申請地の面積(1アール未満の面積については切り捨てに、別表に定

める補助単価を乗じた額を限度とし、事業費の2分の1を超えない範囲とする。 

(交付の申請) 

第5条 補助金の交付を申請しようとする者(以下、「申請者」という。)は、阿波市小規模

耕作基盤改善事業補助金交付申請書(様式第1号)に、次に掲げる書類を添えて、市長に提



 

出しなければならない。 

(1) 事業実施計画書(様式第2号) 

(2) 事業計画を記した図面 

(3) 見積書 

(4) 土地の全部事項証明書(写し) 

(5) 公図(写し) 

(6) 申請地の位置図 

(7) 申請地の写真 

(8) 市税等に滞納がないことを証明する書類(完納証明書) 

(9) その他市長が必要と認める書類 

(補助金の交付の決定) 

第6条 市長は、前条に規定する補助金交付申請書の提出があったときは、その内容を審

査し、補助金の交付の可否を決定し、阿波市小規模耕作基盤改善事業補助金交付決定通

知書(様式第3号)により、申請者へ通知するものとする。 

(補助対象事業の着工) 

第7条 申請者は、補助金の交付の決定後において、補助対象事業に着工するものとす

る。 

(事業内容の変更) 

第8条 申請者は、補助金の交付の決定通知を受けた後、補助対象事業の内容を変更しよ

うとするときは、阿波市小規模耕作基盤改善事業補助金変更承認申請書(様式第4号)に変

更事業実施計画書(様式第5号)その他市長の認める書類を添えて市長に提出し、承認を得

なければならない。 

2 市長は、前項に規定する変更承認申請書の提出があったときは、その内容を審査し、

承認の可否を決定し、阿波市小規模耕作基盤改善事業補助金変更決定通知書(様式第6号)

により、申請者へ通知するものとする。 

(事業の中止又は廃止) 

第9条 申請者は、補助金の交付の決定後において、補助対象事業の中止又は廃止をしよ

うとするときは、阿波市小規模耕作基盤改善事業補助金中止(廃止)承認申請書(様式第7

号)を市長に提出し、承認を得なければならない。 

2 市長は、前項に規定する補助金中止(廃止)承認申請書の提出があったときは、その内容

を審査し、承認の可否を決定し、申請者へ通知するものとする。 



 

(実績報告) 

第10条 申請者は、補助対象事業が完了したときは、阿波市小規模耕作基盤改善事業補助

金実績報告書(様式第8号)に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならな

い。 

(1) 事業実績調書(様式第9号) 

(2) しゅん工図面 

(3) 領収書及び内訳書(写し) 

(4) 施工前、施工状況及び施工完了時の写真 

(5) その他市長が必要と認める書類 

(補助金の額の確定) 

第11条 市長は、前条に規定する実績報告書の提出があったときは、その内容を審査し、

必要に応じて現地調査等により検査を実施し、適正と認められたときは、補助金の額を

確定し、阿波市小規模耕作基盤改善事業補助金確定通知書(様式第10号)により、申請者

へ通知するものとする。 

(補助金の請求) 

第12条 前条の規定による補助金の額の確定を受けた者は、阿波市小規模耕作基盤改善事

業補助金交付請求書(様式第11号)を提出し、市長へ補助金の交付を請求するものとす

る。 

(補助金の交付の決定の取消し又は補助金の返還) 

第13条 市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付の決定の

全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命

ずることができるものとする。 

(1) この告示の規定又は補助金の交付の決定の条件に違反したとき。 

(2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(3) 提出書類に虚偽の事項を記載し、又は補助金の交付に関し不正の行為があったと

き。 

(4) 補助対象事業の実施方法が適正でないと認めたとき。 

(関係書類の保管等) 

第14条 申請者は、規則第18条の規定により、補助対象事業に係る収入及び支出を明らか

にした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出について証拠書類を整理保管しておかなけ

ればならない。 



 

2 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、補助対象事業の完了の日又は中止の承認を受け

た日の属する年度の翌年度から起算して5年間保管しなければならない。 

(財産の処分制限) 

第15条 申請者は、規則第19条の規定により、補助対象事業により取得し、又は効用の増

加した財産を、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は

担保に供してはならない。ただし、補助金の交付の目的及び当該財産の耐用年数を勘案

して市長が必要と認める場合は、この限りでない。 

(その他) 

第16条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

附 則 

この告示は、令和4年4月1日から施行する。 

別表(第1条、第2条、第4条関係) 

補助対象事業 補助単価 

事業種類 事業内容 

1 区画の拡大 けい畔除去、均平作業等による区

画拡大 

10アール当たり10万円 

2 排水の整備を伴う区画の拡

大 

排水の整備を伴う、けい畔除去、

均平作業等による区画拡大 

10アール当たり15万円 

3 排水の整備 網状管の埋設、開きょ水路の設置

等による排水不良の解消 

10アール当たり10万円 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 


